
手続の流れと論点について

資料１



書面による事前請求
訴えの提

起
審理

判決
判決の概要等の公表

強制執行

・差止請求に係る訴え
を提起しようとするとき
は、その訴えの被告と
なるべき者に対し、あ
らかじめ書面により差
止請求をし、その到達
の時から１週間を経過
した後でなければ訴え
を提起することができ
ない（第41条）。

・差止めの内容は、不
当な行為の停止・予防
（例：当該不当勧誘行
為を行ってはならない、
当該不当条項を内容
とする契約を締結して
はならない等）又は停
止・予防に必要な措置
（例：勧誘マニュアル
の破棄等）。

・管轄は、事業
者の本店所在
地、営業所と
の所在地、消
費者契約法・
景表法・特商
法に規定する
不当な行為が
あった地（第43
条）。

・訴訟の目的の
価額の算定に
ついては、財
産上の請求で
ない請求に係
る訴えとみなさ
れる（第42条）。

・和解等一定の行為をする場合には、事前に他の適
格消費者団体に通知するとともに内閣総理大臣に
報告する必要がある。（第23条第4項）

・裁判所は、他の裁判所に同一又は同種の行為の
差止請求に係る訴訟が係属している場合において
は、当該訴えに係る訴訟の全部又は一部を当該他
の裁判所等に移送することができる（第44条）。

・請求の内容及び相手方が同一である差止請求に
係る訴訟が同一の第一審裁判所又は控訴裁判所
に数個同時に係属するときは、その弁論及び裁判
は併合される（第45条）。

・裁判所は、内閣総理大臣が認定の取消し等をする
かの判断に相当の期間を要するときはその旨等を
裁判所に通知し、裁判所は訴訟手続を中止するこ
とができる（第46条）。

・差止請求に係る判決又は裁判外の和解の概要、
当該適格消費者団体の名称及び当該差止請求に
係る相手方の氏名又は名称はインターネットその
他適切な方法で公表され（第39条第２項）、その結
果、個別訴訟等に事実上の効力を与えている。

・差止請求権につ
いて間接強制の
方法により強制
執行を行う場合に
おいて、間接強制
金を定めるに当
たっては、執行裁
判所は、債務不
履行により不特
定かつ多数の消
費者が受けるべ
き不利益を特に
考慮しなければ
ならない （第 47
条）。

適格消費者団体による差止請求について（消費者契約法）

訴えの提起 審理 判決

大規模な共同訴訟においては、審理の充実、
促進のため、原告らが被ったと主張している
被害の原因関係及び、その帰責事由が共通
している特徴がある。通常、共通する論点と
個別的な論点が混在する事件では、まず共
通する論点について審理を進め、その上で
個別的な論点について審理を進めている。

例：悪質な商法において、共通する論点

○当該商法が違法であること

○組織ぐるみの行為であるとの主張 など

例：悪質な商法において、個別的な論点

○個々の勧誘文言

○取引の額や回数 など

通常共同訴訟について（民事訴訟法）

個別訴訟
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訴えの提起 共通争点に
関する審理

共通争点
に関する判

決

→確定

通知・
公告

簡易な手続
の申立て等

決定

異議申立
て→訴訟
手続に移

行

給付判決
→確定

強制執行

（対象事案）

・制度の対象とな
る事案をどのよう
なものとするか。
（主体・法的構成）

・手続追行主体と
してふさわしい存
在は何か、当該主
体が手続を追行
する根拠について
どう考えるべきか。

（本手続で救済を
求めるための要
件）

・訴え提起のため
の要件、要件の審
理及び判断、裁判
所の許可の要否
等についてどう考
えるか。

（訴訟物・確認の
利益）

・一段階目の手続
において、どのよ
うな事項について
確認を求めること
ができることとす
るか。

・請求の趣旨はど
のように特定する
か。
（対象消費者）

・対象消費者の範
囲はどのように特
定するか。
（その他）
・管轄裁判所
・訴額の算定
・時効中断

・請求の趣旨及
び対象消費者
の範囲の変更
方法

・和解をすること
ができるか。

・和解をした場
合対象消費者
にはどのような
効力が及ぶこと
とすべきか。

・関連訴訟の取
扱い（他の集合
訴訟、個人が行
う訴訟、適格消
費者団体による
差止訴訟）。

（一段階目の判決
の効力等）

・どのような事項
を判決で確認する
こととすべきか。
・判決の効力
・上訴の可否

・判決は他の手続
追行主体にはど
のような影響があ
ることとすべきか。

（通知・公告の
在り方）
・誰が行うか。

・どのような方
法で行うか。

・どのような内
容について行
うか。
・費用負担

・通知対象者を
把握するため
の方法

・第一段階目
の手続との連
続性

・一段階目の
判決の効力
が二段階目に
及ぶ根拠

・手続の性質
（訴訟か非訟
か）

・手続は一段
階目の手続
追行主体が
取りまとめて
行うこととす
べきか。
・管轄裁判所

・決定の効力

・異議が出た
場合の決定
の効力はど
のようにすべ
きか。

・異議申立て
は手続追行
主体が取り
まとめること
とすべきか。

・判決の主文
はどのような
ものになるか
（支払先、決
定との関係）。

Ａ案の手続の流れと主な論点

・強制執行を
一段階目の
手続追行主
体が取りまと
めて行うこと
とすべきか。

（二段階目の手続の在り方）
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学納金の不返還特
約が消費者契約法
第9条第1号に反し無
効であること。

特定の年度における特
定の大学・学部の入試
を受験して合格し、学
納金を納入したが、入
学を辞退した者。

例えば、請求の趣旨を「授業料等の
不返還特約」の無効のみに限定す
ることや、対象消費者は「3月31日
以前に入学を辞退した者」に限定す
るなどの可否が問題になる。

3月31日までに解除した場合は授業料等

に関する不返還特約は消費者契約法第
9条第1号に反し無効である。4月1日以降

に解除した場合に関する部分、入学金に
関する部分は請求棄却。

二段階目では、納入済みの授業
料等の返還を求めることになる。

個別争点は、契約解除の有無及
びその時期となる。

3月31日までに解除した者は二段階目の手続で授業料等
の返還を求められるが、4月1日以降に解除した者は、別訴

で独自の主張・立証をして裁判所の判断を求めることはでき
るが、二段階目で授業料等の返還を求めることができない。

入学金については、別訴で独自の主張・立証をして裁判
所の判断を求めることはできるが、二段階目で返還を求め
ることはできない。



訴えの提起
通
知・
公告

除外
の申
出

共通争点に
関する審理

共通争点
に関する
確認判決
→確定

通知・公
告

簡易な手
続の申立

て等
決定

異議申立
て→訴訟
手続に移

行

給付判決 強制執行

Ｂ案の手続の流れと主な論点

（対象事案）

・制度の対象と
なる事案をどの
ようなものとする
か。

（主体・法的構
成）

・手続追行主体
にふさわしい存
在は何か、当該
主体が手続を追
行する根拠につ
いてどう考える
べきか。

（本手続で救済
を求めるための
要件）

・訴え提起のた
めの要件、要件
の審理及び判断、
裁判所の許可の
要否等について
どう考えるか。

（訴訟物・確認の
利益）

・一段階目の手
続において、ど
のような事項に
ついて確認を求
めることができる
こととするか。

・請求の趣旨は
どのように特定
するか。
（対象消費者）

・対象消費者の
範囲はどのよう
に特定するか。
（その他）
・管轄裁判所
・訴額の算定
・時効中断

（通知・公告の
在り方）

・通知・公告は
誰が行うか。

・どのような方
法で行うか。

・どのような内
容について行
うか。
・費用負担

・通知対象者を
把握するため
の方法

・関連訴訟の
取扱い（他の
集合訴訟、個
人が行う訴訟、
適格消費者団
体による差止
訴訟）

・請求の趣旨
及び対象消費
者の範囲の変
更方法

・和解をするこ
とができるか。

・和解をした場
合対象消費者
にはどのような
効力が及ぶこ
ととすべきか。

（一段階目の
判決の効力）

・どのような
事項を判決
で確認するこ
ととすべきか。
・上訴の可否
・判決の効力

・判決は他の
手続追行主
体にはどの
ような影響が
あることとす
べきか。

（通知・公告
の在り方）

・通知・公告
は誰が行う
か。

・どのような
方法で行う
か。

・どのような
内容につい
て行うか。
・費用負担

・通知対象者
を把握する
ための方法

・第一段階目
の手続との
連続性

・一段階目の
判決の効力
が二段階目
に及ぶ根拠

・手続の性質
（訴訟か非訟
か）

・手続は一段
階目の手続
追行主体が
取りまとめて
行うこととす
べきか。
・管轄裁判所

・決定の効
力

・異議が出
た場合の決
定の効力は
どのように
すべきか。

・異議申立
ては手続追
行主体が取
りまとめるこ
ととすべき
か。

・判決の主
文はどのよ
うなものに
なるか （支
払先、決定
との関係）

・強制執行を
一段階目の
手続追行主
体が取りまと
めて行うこと
とすべきか。

（二段階目の手続の在り方）
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特定の年度における特
定の大学・学部の入試
を受験して合格し、学
納金を納入したが、入
学を辞退した者。

学納金の不返還特約
が消費者契約法第9条
第1号に反し無効であ
ること。

例えば、請求の趣旨を「授業料等の
不返還特約」の無効のみに限定す
ることや、対象消費者は「3月31日
以前に入学を辞退した者」に限定す
るなどの可否が問題になる。

3月31日までに解除した場合は授業料等に関す
る不返還特約は消費者契約法第9条第1号に反し
無効である。4月1日以降に解除した場合に関す
る部分、入学金に関する部分は請求棄却。

3月31日までに解除した者は二段階目の手続で授業料等
の返還を求められるが、4月1日以降に解除した者は、二段

階目で授業料等の返還を求めることができない上に、別訴
においても原則として棄却される。

入学金については、二段階目で返還を求めることはできな
い上、別訴においても、棄却される。

二段階目では、納入済みの授業
料等の返還を求めることになる。

個別争点は、契約解除の有無及
びその時期となる。


